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はしがき 

　本書は、贈与税を中心とした 204 問（小問を含む）の質疑応答により構
成した贈与に関する税務・法務についての概説書です。
　最近における国民の相続に対する関心は、相続税の改正（増税）などが
予想されていることも加わり、極めて高いものとなってきています。
　相続というものを考える場合、正面から向かい合うことが必要となって
くる大きな問題として、相続開始前における贈与及び贈与税の問題があり、
また、その贈与が将来に及ぼすことになる相続及び相続税に対する影響の
問題があります。

　ところで、怠惰な学生生活を送った私にも、当時読んだイギリスの刑法
のテキストに記述されていた次の件

くだり

が、今でも強い印象として記憶に残っ
ています。
　「 　コモンローにおいては、合理的（reasonable）であるということが

重要である。そして、合理的であるとは、『三世代百年』にわたって変
わらないことをいう。」

　刑法と税法とでは、その基本的理念などを単純に比較することはできま
せんが、三世代を見据えた視点による物事の検討や対応の必要性という点
では何ら変わりはないものと思われます。特に、家族における財産などの
継承を考える場合、将来予測を行うことが極めて困難な現下の情勢にある
からこそ、三世代を見据えた検討や対応などが必須となっていると考えら
れます。

　本書の「Ⅴ　法務関係」の執筆を担当した弁護士　片岡　理恵子氏は、
ある弁護士会と税理士会との合同研修の際に知己を得た方ですが、数多く
の様々な案件に対応している多忙の中にあって、贈与について、また、贈



与が将来の相続に波及する法務の問題点に関する基本的事項などについて
の取りまとめに取り組んでもらいました。
　読者が、贈与及び相続を考える際に、税務あるいは法務のみの視点から
では対応できない側面が多分にあることから、本書がその両者に関する検
討を行う際の一助となることを願っております。

　なお、本書の刊行に当たって、「財産白書 2012」から、その一部転載を
快諾していただいた株式会社青山財産ネットワークス　代表取締役社長　
蓮見正純氏並びに本書の校正に携わっていただいた株式会社プロジェスト
　税理士　山路智久氏に感謝を申し上げます。
 
 
平成 24 年 10 月 
 

執筆者を代表して　　塩野入 文雄　 
 



本書の構成等について

１　本書の構成は、次のとおりです。

　○　序説（導入）
　Ⅰ　概　説
　Ⅱ　基本的事項
　Ⅲ　相続税の課税価格への加算
　Ⅳ　特例関係
　Ⅴ　法務関係
　Ⅵ　財産の三世代間継承に向けて～税制改正の動向等～
　○　参考資料

２ 　質疑応答は、原則として、「問→答→要点（関係条文等）→解説」の
順により記述しています。

　　なお、小問については、問と答によっています。

３　平成 24 年９月現在の法令等に基づいて記述しています。
　 　ただし、Ⅵの「第１　贈与税（資産課税）に関する税制改正の動向等」
（533 ～ 553 頁）における記述は、「社会保障の安定財源の確保等を図る
税制の抜本的な改革を行うための消費税法等の一部を改正する等の法律
案」における当初案をベースとして記述している点にご注意ください。

４ 　税法等については、一般的に使用されている「略称」によって記述し
ています。

（以上）
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